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本
法
律
案
は
、
最
近
に
お
け
る
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
に
伴
う
土
地
の
利
用
形
態
の
多
様
化
に
対
応
す
る
た
め
、
事
業
用
建

物
の
所
有
を
目
的
と
す
る
定
期
借
地
権
の
存
続
期
間
の
上
限
を
引
き
上
げ
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
主
な
内
容
は
次
の

と
お
り
で
あ
る
。

一
、
専
ら
事
業
用
建
物
の
所
有
を
目
的
と
し
、
か
つ
、
存
続
期
間
を
十
年
以
上
五
十
年
未
満
と
す
る
場
合
に
は
、
契
約
の
更
新
、

建
物
の
築
造
に
よ
る
存
続
期
間
の
延
長
及
び
建
物
の
買
取
り
請
求
を
し
な
い
こ
と
と
す
る
事
業
用
定
期
借
地
権
を
設
定
で
き

る
。

二
、
一
の
事
業
用
定
期
借
地
権
の
設
定
を
目
的
と
す
る
契
約
は
、
公
正
証
書
に
よ
っ
て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

三
、
こ
の
法
律
は
、
平
成
二
十
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。


